
（単位:千円）

（２）Ｒ２年度の取組と成果

※R2年度の職員人件費には会計年度任用職員人件費が含まれています

・まちづくり出前講座や各自主防災組織等が実施する防災訓練に職員を派遣し、コロナ禍防災に関する啓発や消
火、救出救護、避難誘導方法等の指導を行った。
・市内の全自主防災組織で構成する川西市自主防災連絡協議会を開催し、コロナ禍での各自主防災組織の訓練の実
施状況等の情報交換を行うとともに、兵庫県や各種団体が行う助成制度等の情報提供等を行った。
・川西市自主防災組織連絡協議会の活動事業への助成を行った。

４．事業目的達成のための手段と成果

参考
職員数（人）

再任用職員数（人）

減価償却費

19総 事 業 費 1,919 9 1,910

9 1,910

職員人件費※ 地方債
内
 
訳

事業費 1,919

9 10一般財源

国県支出金

特定財源（その他） 1,900 1,900

所管部・課 総務部 危機管理課 作成者 課長 下村 和久

２．事業の目的

地域防災力の向上を図ることにより、災害に強いまちづくりを目指す

３．コスト情報
事業コスト Ｒ２年度 Ｒ１年度 比較 財源 Ｒ２年度 Ｒ１年度 比較

事業別行政サービス成果表
１．事業名等

事業名 自主防災組織支援事業 決算書頁 122

視点・政策 02 安全安心・04 備える
施策 25 地域の防災力を高め、災害時に迅速に対応します

<細事業１> 自主防災組織支援事業 細事業事業費（千円） 1,919
（１）参画と協働の主な手法（実績） 審議会・検討会 講座・フォーラム 団体等との共催・連携

主
な
取
組

① 自主防災組織への表彰（記念品など）…19千円
② 自主防災組織連絡協議会活動事業助成金…1,900千円

小学校での防災教育 川西市自主防災組織連絡協議会
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５．担当部長による自己評価及び今後の方向性等

・

 

・ ・

・

・

前年度の水準を下回った。 ○

大きく向上した。

向上した。

前年度の水準に留まった。

市民の利便性や事業の効率性が、
コロナ禍でまちづくり出前講座や地域が実施する防災訓練等
の回数が例年の1/3から1/4程度と大きく減少したが、一つ一
つの事業は好評で参加者の防災意識が高まった。

大規模災害時には、自主防災組織の活動が大きな力
となることから、コロナ禍で防災訓練等が自粛傾向
にある状況をいかに打開するかが課題である。

新型コロナウイルス感染症対策を取り入れた防災講座及び防
災訓練等（地区防災計画作成を含む。）の実施に向けた助言
及びＰＲを行う。
Webを活用したオンライン防災講座の試験的な実施と、その
後の広報誌等を通じたＰＲ及び少人数での防災講座への対応
を行う。
連絡協議会の中で、感染症対策を取り入れた訓練等を紹介
し、地域のリーダーとなる防災士資格取得者の情報提供を行
い、自主防災組織の防災力向上及び連携強化に努める。

【成果】
・まちづくり出前講座や自主防災組織等が実施する防災訓練等に職員を派遣し、特に新型コロナウイルス感染症対
策の指導を行った結果、参加者の防災意識が向上した。
・新型コロナウイルス感染症拡大による影響で防災訓練・出前講座等は例年の1/3から1/4程度の実施回数、参加者
数となった。アンケート調査を約１５０名から取得した結果、備蓄については８割の方が３日以上準備しているこ
と、ローリングストック法は７割の方が知っていること、防災行政無線を約８０％の方が知っていることがわかっ
た。備蓄の割合がやや増加したが、全体としては昨年度と大きく変わっていない。
・各自主防災組織が各種補助金等を活用し、独自に防災訓練等を計画し実施した。
・自主防災組織連絡協議会が活動事業助成金を活用して、地域で行う防災訓練用の音響機器等を整備した。

事業の課題 令和3年度以降における課題解決に向けた方向性

事業目的に対する自己評価
左記の具体的説明
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（単位:千円）

（２）Ｒ２年度の取組と成果

<細事業１> 火災予防体制推進事業 細事業事業費（千円） 546
（１）参画と協働の主な手法（実績） 講座・フォーラム

主
な
取
組

①住宅防火指導の実施（幼年消防クラブ引継式実施に係る費用）（79千円）

事業別行政サービス成果表
１．事業名等

事業名 火災予防事業 決算書頁 288

視点・政策 02 安全安心・04 備える
施策 25　地域の防災力を高め、災害時に迅速に対応します

所管部・課 消防本部　予防課 作成者 課長　大崎　達也

２．事業の目的

市民及び事業所の防火意識・知識の向上を図る

３．コスト情報
事業コスト Ｒ２年度 Ｒ１年度 比較 財源 Ｒ２年度 Ｒ１年度 比較

74,732 △ 802一般財源

国県支出金 46 46

特定財源（その他） 505 487 18減価償却費

73,930総 事 業 費 74,481 75,265 △ 784

556 △ 10

職員人件費※ 73,935 74,709 △ 774 地方債
内
　
訳

事業費 546

9 9
参考

職員数（人）

再任用職員数（人）

※R2年度の職員人件費には会計年度任用職員人件費が含まれています

①市民の防火意識を醸成するため、以下の住宅防火指導事業を行う予定であったが、新型コロナウイルス感染症の
影響により中止した。
　・火災から自分を守る「幼年防火教室」（令和元年度　16園798名受講）
　・火災から自分の家族を守る「小学３年生に対する住宅防火教室」(令和元年度　9校805名受講）
　・電気実験装置などを活用した出前講座「知ろう！広めよう！防火の心！」（令和元年度実績　下表参照）
　・一人暮らし高齢者の方を対象に住宅防火訪問（令和元年度　511軒訪問）

４．事業目的達成のための手段と成果

受講人数 185 276 161 464 0
実施回数 10 9 4 14 0

知ろう！広めよう！防火の心！講座実施状況
年度 H28 H29 H30 Ｒ1 R2

266



５．担当部長による自己評価及び今後の方向性等

・

・
　

・ ・

・ ・

・ ・

　新型コロナウイルス感染症により、対面方式の住
宅防火指導を中止せざるを得ず、これに代わる手段
が必要である。

　対面方式の住宅防火指導の効果について評価しなおし、動
画やウェブなどの活用を検討するなど新型コロナウイルス感
染症に対応した住宅防火指導体制をめざす。

　働き手世代や子育て世代を対象とした住宅防火指
導が出前講座だけであり、対象人口とくらべて受講
人数が少ない状態が続いている。

　働き手世代や子育て世代に対する有効な住宅防火指導方法
について様々な意見を聴き、より効果的な指導方法を検討す
る。

　消防署の警防隊員の立入検査対象拡大により検査
数は増加したが、法令理解度の全体的な底上げが必
要である。

　あらゆる建物に対して定期的に立入検査を行うため、引き
続き消防署の警防隊員への法的なアドバイスを行い、立入検
査の質の均一化と向上をめざす。

②防火対象物や危険物許可施設に対して立入検査を行い、消防法令違反がある場合は改修を指導した。
　・新型コロナウイルス感染症下でも立入検査を実施出来るよう、消毒用アルコールの持参、ゴム手袋の着用等
　の措置をとり、不特定の方が利用する火災発生時の危険性が高いものから順次実施した。
　・不特定の方や災害弱者が利用する施設に重点的に立入検査が行えるよう、比較的小規模で主に特定の方が利
　用する防火対象物に対する立入検査実施サイクルの見直しや共同住宅に対する電話による指導の導入等、効率
　化を主眼とした規程改正を行った。
　・6件の重大な消防法令違反を是正した。
　※防火対象物・・・店舗、病院、社会福祉施設、共同住宅、集会場などの一般住宅や長屋住宅を除く建物
　※危険物許可施設・・・一定量以上の危険物を貯蔵、取り扱う市長の設置許可を得た施設
　※重大な消防法令違反・・・不特定多数の方が利用する防火対象物におけるスプリンクラー設備、屋内消火栓
　　設備又は自動火災報知設備の未設置違反

事業の課題 令和3年度以降における課題解決に向けた方向性

事業目的に対する自己評価
左記の具体的説明

前年度の水準を下回った。

大きく向上した。

向上した。 ○

前年度の水準に留まった。

市民の利便性や事業の効率性が、
　立入検査をより効率的に行えるよう規程を見直したこと
と、新型コロナウイルス感染症下でも立入検査を実施出来る
よう工夫したため、立入検査実施数が増加した。
　火災時の危険性の高い施設に対する立入検査に注力し、違
反是正に積極的に取り組んだことにより重大な消防法令違反
を多数是正した。

防火対象物の施設数及び立入検査状況
年度 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2
施設数 2,553施設 2,574施設 2,583施設 2,599施設 2,593施設

立入検査数 622回 629回 791回 564回 823回

危険物許可施設の施設数及び立入検査状況
年度 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2
施設数 139施設 136施設 134施設 137施設 137施設

立入検査数 190回 205回 138回 175回 163回
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（単位:千円）

（２）Ｒ２年度の取組と成果

※R2年度の職員人件費には会計年度任用職員人件費が含まれています

新型コロナウイルス感染症対策として、訓練は回数や人数を制限し、また、年末警戒は中止した。

４．事業目的達成のための手段と成果

1 1
参考

職員数（人）

再任用職員数（人）

減価償却費 29,645 32,715 △ 3,070

76,220総 事 業 費 77,670 89,405 △ 11,735

48,389 △ 8,579

職員人件費※ 8,215 8,301 △ 86 地方債
内
 
訳

事業費 39,810

84,704 △ 8,484一般財源

国県支出金

特定財源（その他） 1,450 4,701 △ 3,251

所管部・課 消防本部 消防本部総務課 作成者 主幹 長岡 伸也

２．事業の目的

地域の防災力を高めるため、消防団活動を支援する。

３．コスト情報
事業コスト Ｒ２年度 Ｒ１年度 比較 財源 Ｒ２年度 Ｒ１年度 比較

事業別行政サービス成果表
１．事業名等

事業名 消防団活動推進事業 決算書頁 290

視点・政策 02 安全安心・04 備える
施策 25 地域の防災力を高め、災害時に迅速に対応します

<細事業１> 消防団活動推進事業 細事業事業費（千円） 38,597
（１）参画と協働の主な手法（実績）

主
な
取
組

①消防団活動の活動支援（火災や訓練などの出動手当）･･･2,469千円
②消防団員の確保（団員への報酬）･･･18,135千円
③消防団本部・各部等への活動支援（運営費補助金）･･･3,291千円

春季火災予防運動期間中の放水訓練の様子

消防団員の出場状況（延べ人員）   (年度)
火災等出場 訓練等出場 年末警戒

404 191 0
消防団員の実員数（人数） （年度末現在）

H28 H29 H30 R1 R2
358 355 359 360 361
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（２）Ｒ２年度の取組と成果

５．担当部長による自己評価及び今後の方向性等

・

・
 

・ ・

・ ・

・ ・

前年度の水準を下回った。

大きく向上した。

向上した。

前年度の水準に留まった。 ○

市民の利便性や事業の効率性が、
コロナ禍での救急搬送困難事案急増などによる常備消防隊数
減への対応策として、消防団の出動順位を繰り上げたこと
で、出動体制が適切に維持された。
新型コロナウイルス感染症の影響で訓練や啓発活動を行え
ず、地域防災力や組織力の強化に寄与できなかった。

1,213
（１）参画と協働の主な手法（実績）

主
な
取
組

①消防団の活動支援（各種啓発活動などの出動手当）･･･8千円
②消防団員の確保（団員への報酬）･･･950千円

新型コロナウイルス感染症対策として、各種啓発活動などは制限し、年末警戒は中止した。

団員の確保が容易ではなく、現団員の高齢化も進ん
でいるため、消防団の意義や魅力を多くの方に知っ
てもらう必要がある。

時代に即した組織のあり方や消防団のＰＲ方法について検討
する。

災害の多発化や消防団活動の多様化により、消防団
員一人ひとりの負担が増えているため、処遇を改善
する必要がある。

装備品の計画的な整備による安全確保の推進や報酬の見直し
など、処遇の改善について検討する。

常備消防と連携した訓練や研修などを計画的に実施
する必要がある。

新型コロナウイルス感染症対策に万全を期したうえで、訓練
や研修、各種啓発活動などを計画的に実施する。

事業の課題 令和3年度以降における課題解決に向けた方向性

事業目的に対する自己評価
左記の具体的説明

<細事業2> 女性消防団活動推進事業 細事業事業費（千円）

消防団員の出場状況（延べ人員）   (年度)
火災等出場 各種啓発活動 年末警戒

0 2 0
消防団員の実員数（人数） （年度末現在）

H28 H29 H30 R1 R2
19 19 18 16 18
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（単位:千円）

（２）Ｒ２年度の取組と成果

<細事業１> 消防団施設整備事業 細事業事業費（千円） 24,933
（１）参画と協働の主な手法（実績）

主
な
取
組

①消防団車両の更新･･･24,860千円

事業別行政サービス成果表
１．事業名等

事業名 消防団施設整備事業 決算書頁 292

視点・政策 02 安全安心・04 備える
施策 25　地域の防災力を高め、災害時に迅速に対応します

所管部・課 消防本部　消防本部総務課 作成者 主幹　長岡　伸也

２．事業の目的

地域の防災力を高めるため、消防団格納庫及び消防団車両を整備する。

３．コスト情報
事業コスト Ｒ２年度 Ｒ１年度 比較 財源 Ｒ２年度 Ｒ１年度 比較

121 △ 48一般財源

国県支出金

24,860 11,900 12,960

特定財源（その他）減価償却費

73総 事 業 費 24,933 12,021 12,912

12,021 12,912

職員人件費※ 地方債
内
　
訳

事業費 24,933

参考
職員数（人）

再任用職員数（人）

※R2年度の職員人件費には会計年度任用職員人件費が含まれています

・消防団車両の更新
　消防団車両の更新基準（「川西市消防団に配置する消防自動車等の整備に関する要綱」）に基づき、耐用年数
（17年）を経過した車両を年次計画に基づき更新したことで、消防力の維持・向上を図るとともに、市民の安全・
安心を確保することができた。

・消防団格納庫の大規模修繕・改修
　　　なし。

４．事業目的達成のための手段と成果

年度別車両更新状況
H28 H29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2

更新台数 3台 3台 3台 1台 2台

更新車両
第6分団 多田院部
第9分団 見野部
第9分団 山下部

第7分団 石道部
第8分団 東畦野部
第10分団 一庫部

第7分団 赤松虫生部
第8分団 山原部
第9分団 笹部部

第2分団 天王宮部
第2分団 川西北部
第9分団 下財部
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５．担当部長による自己評価及び今後の方向性等

・

　

・ ・

・ ・

・

消防団車両は、災害活動に支障をきたさぬよう、計
画的な更新が必要である。

老朽化した消防団車両は、計画に基づき更新し、常に適切に
災害活動を行える環境を整える。

消防団格納庫は、車庫と詰所の一体型を整備してい
るが、車庫のみのものや著しく老朽化したものがあ
るため、建て替えなどを検討する必要がある。

消防団格納庫の整備計画策定に向け、その実態や他市の整備
状況などを調査する。

消防団車両及び格納庫の配置が消防団各部や地域の実情に即
しているかについて検討する。

　　　　　　　　　　　　　更新した「第2分団川西北部」の小型動力消防ポンプ付積載車
　

　　　　　　　　　　　　　更新した「第9分団下財部」の小型動力消防ポンプ付積載車

事業の課題 令和3年度以降における課題解決に向けた方向性

事業目的に対する自己評価
左記の具体的説明

前年度の水準を下回った。

大きく向上した。

向上した。 ○

前年度の水準に留まった。

市民の利便性や事業の効率性が、
各部の意向を最大限反映して消防団車両及び積載器具を更新
したことで、災害活動が効率化され、また、適切な即応体制
が保たれた。
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（単位:千円）

（２）Ｒ２年度の取組と成果

<細事業１> 急傾斜地対策事業 細事業事業費（千円） 4,800
（１）参画と協働の主な手法（実績） 市民等からの意見

主
な
取
組

①県が行う急傾斜地崩壊対策事業への市負担金（負担金）・・・4,800千円

事業別行政サービス成果表
１．事業名等

事業名 急傾斜地対策事業 決算書頁 256

視点・政策 02 安全安心・04 備える
施策 26　行政の防災力を高め、災害時に迅速に対応します

所管部・課 土木部　道路整備課 作成者 副部長　宮定　博文

２．事業の目的

崩壊の恐れがある急傾斜地への対策を行う

３．コスト情報
事業コスト Ｒ２年度 Ｒ１年度 比較 財源 Ｒ２年度 Ｒ１年度 比較

一般財源

国県支出金

4,800 2,200 2,600

特定財源（その他）減価償却費

総 事 業 費 4,800 2,200 2,600

2,200 2,600

職員人件費※ 地方債
内
　
訳

事業費 4,800

参考
職員数（人）

再任用職員数（人）

※R2年度の職員人件費には会計年度任用職員人件費が含まれています

４．事業目的達成のための手段と成果
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３
０

３４７．０

４７． １

市立久代小学校

春
日
神
社

市
立
久
代
春
日
会
館

３４．４

３

３

４３． ９

Ｗ

位置図
●久代２丁目地内（Ｒ２年度～Ｒ３年度 ２ヶ年継続工事）

全体工事費 ： 104,600千円

進捗率： 45.5%（R2年度）

Ｒ２年度（市負担金：1割）

工事費 ： 48,000千円×1/10＝4,800千円

Ｒ３年度（予定）

工事費 ： 56,600千円

対策面積： 1,304m2
工事内容

鉄筋挿入工： 396本
法枠工： 1,270m2

●市内の急傾斜崩壊危険個所の状況

①急傾斜地崩壊危険区域（対策箇所） ： 16箇所

②急傾斜地崩壊危険個所

（・土地の傾斜度が30度以上・斜面の高さが5ｍ以上）

（Ⅰ）自然斜面 ： 80箇所（人家５戸以上等の箇所）

人工斜面 ： 2箇所

（Ⅱ）自然斜面 ： 34箇所（人家１～４個の箇所）

（Ⅲ）自然斜面 ： 15箇所（人家は無いが今後新規の住宅地等

が見込まれる箇所）

※出典：川西市地域防災計画
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５．担当部長による自己評価及び今後の方向性等

・

　

・ ・市内の急傾斜地崩壊対策事業が必要な個所について早期に実
施されるよう兵庫県へ働きかけ、急傾斜地における安全性を
高めることによって災害に強いまちをめざす。

事業の課題 令和3年度以降における課題解決に向けた方向性

事業目的に対する自己評価
左記の具体的説明

近年の異常気象により、市民から急傾斜地の崩壊対
策への要望は今後さらに高まってくると思われる。
地域からの要望が出された際には、早期に事業化さ
れるよう兵庫県へ求める。

前年度の水準を下回った。

大きく向上した。

向上した。 ○

前年度の水準に留まった。

市民の利便性や事業の効率性が、
令和２年度兵庫県において、久代地区で新たに事業が着手さ
れ、それに対して負担金を支出した。今後、災害リスクの軽
減が期待される。

工事前 法枠工

鉄筋挿入工法枠組立
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（単位:千円）

（２）Ｒ２年度の取組と成果

※R2年度の職員人件費には会計年度任用職員人件費が含まれています

  ・下記消防用資機材を更新整備することにより、現場隊員の安全性がより高まった。

４．事業目的達成のための手段と成果

6 8 △ 2

88 86 2
参考

職員数（人）

再任用職員数（人）

減価償却費 59,316 61,368 △ 2,052

873,627総 事 業 費 1,018,977 1,126,864 △ 107,887

311,754 △ 103,459

職員人件費※ 751,366 753,742 △ 2,376 地方債
内
 
訳

事業費 208,295

872,064 1,563一般財源

国県支出金

145,350 254,800 △ 109,450

特定財源（その他）

所管部・課 消防本部 消防課 作成者 課長 林谷 政彦

２．事業の目的

大規模災害への対応力の強化を図るため、消防車両・消防用資機材などの整備・更新を行う

３．コスト情報
事業コスト Ｒ２年度 Ｒ１年度 比較 財源 Ｒ２年度 Ｒ１年度 比較

事業別行政サービス成果表
１．事業名等

事業名 消防活動事業 決算書頁 286

視点・政策 02 安全安心・04 備える
施策 26 行政の防災力を高め、災害時に迅速に対応します

<細事業１> 火災救助出動事業 細事業事業費（千円） 40,836
（１）参画と協働の主な手法（実績）

主
な
取
組

① 消防活動に必要不可欠な装備、資機材を計画的に整備した。(備品購入費)…2,520千円
② 協議会等加盟協会負担金 (負担金、補助及び交付金)…29,760千円

①消防用ホース：整備計画による基準数 450本 現有数563本（R2購入数14本） 充足率125％

②空気ボンベ：整備計画による基準数 102本 現有数110本（R2購入数10本）充足率107％

③その他消防用資機材

空気呼吸器用面体、下肢切創防止用保護具などを更新整備した。

消防用ホース 空気ボンベ
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（２）Ｒ２年度の取組と成果

（２）Ｒ２年度の取組と成果

５．担当部長による自己評価及び今後の方向性等

・

・
 

・

・ ・

単年度の事業費の極大化を避けるため、車両更新基準を見直
し、予算執行の平準化を図った。

前年度の水準を下回った。

大きく向上した。

向上した。

前年度の水準に留まった。 ○

市民の利便性や事業の効率性が、
令和2年度は新型コロナウイルス感染症の影響を受け、他機
関と連携した合同訓練がほとんど中止となった。

新庁舎併設の訓練施設を活用し、消防本部内での各種訓練を
重点的に行い、現場対応能力の維持・向上を図った。

553
（１）参画と協働の主な手法（実績）

主
な
取
組

① 大規模化、複雑多様化する災害に的確に対応するための、各種災害対応訓練
  (燃料費)…344千円 (消耗品費)…168千円

大規模災害等に的確に対応するためには、更なる警
防体制の強化を図り、適正な車両・消防用資機材の
整備・更新に今後も努める必要がある。

新型コロナウイルス感染症が蔓延している状況であっても、
市民の安全・安心を確保するために感染防止対策を講じなが
ら、更なる警防体制の充実強化を図る。

事業の課題 令和3年度以降における課題解決に向けた方向性

事業目的に対する自己評価
左記の具体的説明

<細事業2> 消防警備・訓練事業 細事業事業費（千円）

主
な
取
組

年間整備計画により、車両更新、消防用資機材の適正な整備（各種点検、保守整備等）
① 車両更新 (消防車両3台 車両購入費)…156,750千円
② 車検、点検、修繕 (修繕料)…6,695千円

・実践的な単独訓練を実施することにより、隊員個々及び隊活動の能力向上を図った。

<細事業３> 消防設備維持管理事業 細事業事業費（千円） 166,906
（１）参画と協働の主な手法（実績）

新庁舎併設の訓練施設を活用

救助訓練の状況

・国の基準（消防力の整備指針）に基づく基準数と現状、充足率

消防ポンプ自動車（基準数8台、保有数８台、充足率100％）

救助工作車 （基準数2台、保有数2台 充足率100％）

高規格救急自動車（基準数6台、保有数5台（予備車除く）、充足率 83%）

（参考）令和元年度更新車両3台

・救助工作車1台

・水槽付ポンプ自動車1台

・消防ポンプ自動車1台

・各種災害に対応するため、車両など計画的な点検・整備を実施し、高規格救急自動車、消防ポンプ自動車、救助工作

車の各1台を更新した。
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（単位:千円）

（２）Ｒ２年度の取組と成果

<細事業１> 救急出動事業 細事業事業費（千円） 21,247
（１）参画と協働の主な手法（実績）

主
な
取
組

①救急出場における消耗品費（消耗品費）・・・10,843千円
②救急出場に伴う燃料費（燃料費）・・・4,569千円
③搬送用アイソレーター装置購入費（備品購入費）・・・1,477千円

事業別行政サービス成果表
１．事業名等

事業名 救急活動事業 決算書頁 288

視点・政策 02 安全安心・04 備える
施策 26　行政の防災力を高め、災害時に迅速に対応します

所管部・課 消防本部　消防課 作成者 課長　畑中　隆男

２．事業の目的

救急業務を安定的かつ持続的に提供し、市民と救急隊との連携で救命率向上を図る。

３．コスト情報
事業コスト Ｒ２年度 Ｒ１年度 比較 財源 Ｒ２年度 Ｒ１年度 比較

412,862 4,383一般財源

国県支出金 6,940 6,940

特定財源（その他） 2,234 2,344 △ 110減価償却費 43,712 25,665 18,047

417,245総 事 業 費 426,419 415,206 11,213

15,996 5,251

職員人件費※ 361,460 373,545 △ 12,085 地方債
内
　
訳

事業費 21,247

44 45 △ 1
参考

職員数（人）

再任用職員数（人）

※R2年度の職員人件費には会計年度任用職員人件費が含まれています

・新型コロナウイルス感染症に対する救急出動時の感染防止対策の徹底と円滑な救急業務を遂行する費用を支出し
た。
・新型コロナウイルス感染症拡大に伴う対策として、救急隊を１隊増隊し６隊運用とし、限定地域における現場到
着時間の短縮や他市からの応援件数の緩和などの市民サービス維持を図った。
・予備救急車を感染者専用車として継続使用し、隊員への感染防止対策の強化と迅速な出動体制の維持を図った。
・救急救命士の養成と高度化する救命処置に対する認定資格の取得を図った。

４．事業目的達成のための手段と成果

感染防止衣（リユースタイプ）

搬送用アイソレーター装置

276



（２）Ｒ２年度の取組と成果

５．担当部長による自己評価及び今後の方向性等

・

・
　

・ ・

・

・【戦略３】市民救命士制度に係る講習や救急の日のイベント等は、新型コロナウイルス感染症による消防職員や
市民への感染予防、拡大防止の観点から中止し、救急出動事業に重点を置いた。
・新型コロナウイルス感染症が拡大する中、救命率向上を図るために、市ＨＰに掲載している心肺蘇生法の説明等
を整理し、新たに新型コロナウイルス感染症流行期における心肺蘇生法の動画等を作成して普及啓発を図った。

高齢化の進展に加え、新型コロナウイルス感染症患
者搬送等、救急需要は多様化しており、質の高い救
急業務を安定的、持続的に提供する必要がある。

救命処置の資格取得や研修等を計画的に実施し、救急業務の
質の維持、向上を図り、応急手当の普及啓発においても、新
たな手法等を取り入れ、効果的な講習環境の整備に努める。

救命率向上には、市民による応急手当と救急隊との
連携が重要であり、救命講習等を時代に沿った形
で、受講しやすい環境に整備していく必要がある。

事業の課題 令和3年度以降における課題解決に向けた方向性

事業目的に対する自己評価
左記の具体的説明

<細事業2> 応急手当普及啓発事業 細事業事業費（千円）

前年度の水準を下回った。

大きく向上した。

向上した。

前年度の水準に留まった。 ○

市民の利便性や事業の効率性が、
救急出動において、早期の段階から感染防止対策の徹底と感
染防止用資器材等を強化したことで、消防職員から感染者を
出さずに市民サービスの維持が図れた。
新型コロナウイルス感染症の拡大に鑑み、市民、消防職員へ
の感染防止の観点から救命講習やイベント等を中止した。

（１）参画と協働の主な手法（実績） 講座・フォーラム

主
な
取
組

・【戦略３】①市民救命士制度に係る講習や救急の日のイベント等は、中止した・・・0千円

心肺蘇生法動画
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（単位:千円）

（２）Ｒ２年度の取組と成果

<細事業１> 消防施設整備事業 細事業事業費（千円） 111,355
（１）参画と協働の主な手法（実績）

主
な
取
組

①　川西市南部地域整備実施計画に基づき防火水槽用地を購入した。(土地購入費)…11,000千円
②　設置後50年以上経過する道路下等に埋設された防火水槽の補強を実施した。(修繕料)…99,495千円

事業別行政サービス成果表
１．事業名等

事業名 消防施設整備事業 決算書頁 292

視点・政策 02 安全安心・04 備える
施策 26　行政の防災力を高め、災害時に迅速に対応します

所管部・課 消防本部　消防課 作成者 課長　林谷　政彦

２．事業の目的

消防水利施設（防火水槽・消火栓）の点検、補強を行う

３．コスト情報
事業コスト Ｒ２年度 Ｒ１年度 比較 財源 Ｒ２年度 Ｒ１年度 比較

15,530 4,550一般財源

国県支出金

99,490 99,490

特定財源（その他） 55 △ 55減価償却費 415 △ 415

20,080総 事 業 費 119,570 15,585 103,985

6,869 104,486

職員人件費※ 8,215 8,301 △ 86 地方債
内
　
訳

事業費 111,355

1 1
参考

職員数（人）

再任用職員数（人）

※R2年度の職員人件費には会計年度任用職員人件費が含まれています

４．事業目的達成のための手段と成果

・大阪国際空港周辺移転補償跡地の購入

・所在地：久代2丁目364番1

・地積：454.30㎡
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５．担当部長による自己評価及び今後の方向性等

・

・
　

・ ・防火水槽補強事業は、火災時の被害の軽減を図り安
全・安心を確保するうえで必要であるが、年数が経
過するごとに老朽化が進むことが課題である。

市内全域の防火水槽設置状況等を鑑みて、年次的に補強又は
廃止等の計画を立てる必要がある。

事業の課題 令和3年度以降における課題解決に向けた方向性

事業目的に対する自己評価
左記の具体的説明

前年度の水準を下回った。

大きく向上した。

向上した。 ○

前年度の水準に留まった。

市民の利便性や事業の効率性が、
消防本部としては初めて、設置後50年以上経過する道路下に
埋設された防火水槽８箇所及び火打公民館敷地内の防火水槽
１箇所の補強を実施した。
火災発生時に地域を守る貴重な水源である防火水槽を補強す
ることで、地震発生時に予想される漏水や道路陥没など二次
災害防止の効果が向上した。

施工前 施工後

・設置後50年以上経過した道路下等の公設防火水槽→総数16基（内訳：補強済み9基・未実施7基）

個所数 設置場所
① 多田院多田所町1
② 見野2丁目23
③ 一庫2丁目15
④ 花屋敷1丁目9
⑤ 花屋敷2丁目2
⑥ 小花2丁目22
⑦ 東多田1丁目3
⑧ 平野1丁目9－1
⑨ 火打2丁目7－22（火打公民館敷地内）

令和2年度　防火水槽補強9カ所
個所数 設置場所
① 山下町6
② 山下町7
③ 山下町14
④ 下財町6
⑤ 東多田1丁目12－38
⑥ 緑台3丁目2
⑦ 西多田1丁目12

事業未実施の防火水槽7カ所
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（単位:千円）

（２）Ｒ２年度の取組と成果

※R2年度の職員人件費には会計年度任用職員人件費が含まれています

・気象警報発表時には、防災気象情報等を基に迅速に水防活動に取り組んだ。
・水防訓練を実施し、出水期前までに水防体制の強化に取り組んだ。

４．事業目的達成のための手段と成果

3 3
参考

職員数（人）

再任用職員数（人）

減価償却費 2,560 2,561 △ 1

29,647総 事 業 費 29,649 30,498 △ 849

3,034 △ 598

職員人件費※ 24,653 24,903 △ 250 地方債
内
 
訳

事業費 2,436

30,427 △ 780一般財源

国県支出金

特定財源（その他） 2 71 △ 69

所管部・課 総務部 危機管理課 作成者 課長 千葉 信忠

２．事業の目的

風水害時の被害を軽減することにより公共の安全を保持する

３．コスト情報
事業コスト Ｒ２年度 Ｒ１年度 比較 財源 Ｒ２年度 Ｒ１年度 比較

事業別行政サービス成果表
１．事業名等

事業名 水防事業 決算書頁 294

視点・政策 02 安全安心・04 備える
施策 26 行政の防災力を高め、災害時に迅速に対応します

<細事業１> 水防事業 細事業事業費（千円） 2,444
（１）参画と協働の主な手法（実績） 講座・フォーラム 団体等との共催・連携

主
な
取
組

①防災気象情報等を利用した災害対応（防災気象情報提供及び雨量計管理運用業務委託）…1,366千円
②水防訓練の実施（土のう袋等の購入）…78千円
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５．担当部長による自己評価及び今後の方向性等

・

 

・ ・

前年度の水準を下回った。

大きく向上した。

向上した。

前年度の水準に留まった。 ○

市民の利便性や事業の効率性が、
新型コロナウイルス感染症の影響で大規模な実動訓練は行え
ず、参加者が例年と比べ減少したものの、新しい訓練方法を
実践し、水防対応能力の向上に努めた。

新たな避難情報、コロナ禍での適切な避難行動等を
市民に周知するとともに、早い段階で安心して避難
できるよう、避難の選択肢を増やす必要がある。

広報誌やHP、SNS等の各種媒体を活用した周知を継続的に行
うとともに、災害時協定の締結等、近隣自治体や民間事業者
と連携した避難所の開設・運営を進める。

【成果】
・警報発表時には、速やかに水防配備体制を整え、情報収集に努め、防災気象情報を活用しながら、一庫ダム管理
所等と連携を図るなど被害を最小限に留めた。
・風水害に備え、令和2年5月29日(金)に水防訓練を実施し、ビズＦＡＸ、衛星携帯電話、かわにし安心ネット・
Yahoo!防災速報アプリによる情報伝達訓練、土のう作成を実施するなどの訓練を行うことで、水防対応能力が向上
した。

事業の課題 令和3年度以降における課題解決に向けた方向性

事業目的に対する自己評価
左記の具体的説明

水防活動状況（水防配備体制）
H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

警戒配備準備体制 2 3 0 3 8
警戒配備体制 4 2 1 1 2
第１号配備体制 1 3 4 0 1
第２号配備体制 0 0 1 0 0

H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度
全体 109 142 117 181 31
（内職員） 61 64 64 62 27

水防訓練参加者数 （単位：人）

（単位：回）
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（単位:千円）

（２）Ｒ２年度の取組と成果

※R2年度の職員人件費には会計年度任用職員人件費が含まれています

【取組】
・アルファ化米等の食糧や、組み立て式トイレ等の資機材の整備を進めた。
・令和2年6月3日(水)、7月3日(金)、職員向けに感染症対策を踏まえた避難所運営の研修会を実施した。
・令和3年1月18日(月)、19日(火)に防災訓練を実施し、アクションカードを活用した災害対策本部設置訓練、参集
訓練・被害状況収集訓練、ICTを活用した図上訓練を行った。
・東日本大震災の被災地（宮城県南三陸町、宮城県女川町）へ災害復興支援のため、職員を継続派遣した。
・地域の防災活動の担い手育成のため、兵庫県が実施する防災リーダー養成講座、全国各地で開催している防災士
養成研修講座を受講し防災士資格を取得した市民に助成を行った。
・最新の土砂災害警戒区域及び浸水想定区域やかわにし市民会議での意見を反映した防災マップを作成した。
・市民生活を守るとともに、被害の最小化を図るために、川西市強靱化計画を策定した。
・感染症対策として、避難所に間仕切りテントや衛生用品等を、庁舎施設に飛沫防止パーテーションや衛生用品等
を整備した。
・地域で自主的に避難所を開設する場合の支援（災害備蓄品、衛生用品の供与）を行った。
・事業者等から、新型コロナウイルス感染症対策用のマスク、消毒液、防護具などの感染症対策物資の寄付を受け
付けた。市内医療機関等への配付や、避難所運営を始めとする市の事業で活用し、感染症対策に役立てた。

４．事業目的達成のための手段と成果

4 4
参考

職員数（人）

再任用職員数（人）

減価償却費 215 430 △ 215

60,643総 事 業 費 88,178 60,282 27,896

26,648 25,396

職員人件費※ 35,919 33,204 2,715 地方債
内
 
訳

事業費 52,044

56,694 3,949一般財源

国県支出金 21,760 21,760

特定財源（その他） 5,775 3,588 2,187

所管部・課 総務部 危機管理課 作成者 課長 千葉 信忠

２．事業の目的

大規模災害に備え、防災活動を総合的かつ計画的に実施することにより、災害の被害を軽減する

３．コスト情報
事業コスト Ｒ２年度 Ｒ１年度 比較 財源 Ｒ２年度 Ｒ１年度 比較

事業別行政サービス成果表
１．事業名等

事業名 災害対策事業 決算書頁 296

視点・政策 02 安全安心・04 備える
施策 26 行政の防災力を高め、災害時に迅速に対応します

<細事業１> 災害対策事業 細事業事業費（千円） 55,103
（１）参画と協働の主な手法（実績） 審議会・検討会 講座・フォーラム 住民説明・情報発信

主
な
取
組

①災害用備蓄物資等の配置（アルファ化米、組立トイレなど）…6,867千円
【戦略3】②防災マップの更新（データ作成、印刷など）…3,709千円
③新型コロナウイルス感染症対策（避難所、庁舎施設の衛生用品など）…22,623千円
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５．担当部長による自己評価及び今後の方向性等

・

・
 

・

・ ・

・ ・

・ ・

災害対策本部員が参集困難な状況を想定した防災訓練を行
い、本部の対応能力が向上した。

前年度の水準を下回った。

大きく向上した。

向上した。 ○

前年度の水準に留まった。

市民の利便性や事業の効率性が、
避難所運営について、感染症対策を踏まえたマニュアルの作
成及び職員向け訓練、衛生用品の備蓄を行い、組織の対応能
力が向上した。
紙面版防災マップについて市内を３分割し、市民にとって分
かりやすいものを作成し、WEB版についても情報の更新を行
い、ハザード情報の質が向上した。

新たな避難情報、コロナ禍での適切な避難行動等を
市民に周知するとともに、早い段階で安心して避難
できるよう、避難の選択肢を増やす必要がある。

広報誌やHP、SNS等の各種媒体を活用した周知を継続的に行
うとともに、災害時協定の締結等、近隣自治体や民間事業者
と連携した避難所の開設・運営を進める。

地域で自主的に避難所を開設する場合に、適正に運
用ができる制度を整備する必要がある。

自主的な避難所開設の制度化を進めるため、要綱の作成等を
検討する。

大規模災害時に円滑な組織運営ができるよう、受援
体制を整える必要がある。

受援体制の構築を考慮し、川西市業務継続計画（BCP）【地
震編】の見直しを行う。

【成果】
・東日本大震災からの復興業務支援に職員2名を派遣し、災害復興に貢献した。10年続いた被災地支援はR2年度で
区切りとなったが、派遣先の女川町、南三陸町との繋がりができ、派遣職員の知識と経験は組織の防災力の基盤と
なった。
・地域のリーダーについて、継続的な育成を図ることができ、市の防災力が高まった。
・防災訓練を実施し、職員の災害対応能力が向上した。
・市内を３分割した紙面版防災マップにより、より細やかな防災情報の周知ができるようになり、市民への啓発が
充実した。
・川西市強靱化計画の策定により、計画的かつ効果的な防災対策ができることとなった。
・避難所、庁舎施設における感染症対策への備えが充実した。特に、避難所の感染症対策については、出水期前か
ら資機材調達と職員研修を行い、早期に感染症対策を踏まえた体制を整えることができた。
・自治会8団体に対して、地域で自治会館を避難所として活用するため、衛生用品等を提供する支援を行い、市民の
避難の選択肢が増えた。
・供給不足であったマスク、消毒液等の備蓄や寄付物品を市内の関係各所に配付し、感染症の拡大を防止した。

事業の課題 令和3年度以降における課題解決に向けた方向性

事業目的に対する自己評価
左記の具体的説明

品目 購入数
発電機 24台
投光器 48台
間仕切りテント 500基
折りたたみベッド 410台
マスク 28,800枚
消毒液 312ℓ
飛沫防止パーテーション 800個
体温計 45本

避
難
所

庁
舎
等

主な感染症対策物品
数

53,800枚
596ℓ

4,134着

マスク
消毒液
感染防護具

主な市への寄付物品
品目R2年度購入数 R2年度末備蓄数

食糧品（食） 14,770 95,978
飲料水（本） 6,000 25,632

R2年度購入数 R2年度末備蓄数
備蓄用毛布（枚） 700 9,097
備蓄用トイレ（基） 8 74
防災士資格取得者状況

R2年度新規 R2年度末累計
資格取得者 5 92

備蓄用食糧の備蓄状況 ※飲料水１本の内容量は500ｍｌ

備蓄用毛布・トイレの備蓄状況
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（単位:千円）

（２）Ｒ２年度の取組と成果

※R2年度の職員人件費には会計年度任用職員人件費が含まれています

1.川西市生活安全推進連絡協議会の開催及び街頭犯罪防止啓発など
　〇川西市生活安全推進連絡協議会…市内１４コミュニティから選出された地域で主に防犯活動に取り組む方々や
　　防犯協会、交通安全協会、青少年補導委員会、川西警察署などの関係団体で構成。
　　各地域における生活安全上の課題や市内の犯罪状況について情報交換を行い、地域での「安全・安心なまちづ
　　くり」に対する意識高揚につなげた。
　 【令和２年度実施内容】協議会（年１回・書面開催）、専門部会（年１回・書面開催）
　　各地域における生活安全活動にかかる議題とその回答、川西警察署、消防本部等関係団体の状況報告など

　〇街頭犯罪防止啓発…犯罪抑止と街頭での被害者保護を目的として「こどもをまもる１１０番のくるま」事業や
　　青色回転灯車による地域の防犯パトロール活動を支援した。

４．事業目的達成のための手段と成果

3 2 1
参考

職員数（人）

再任用職員数（人）

減価償却費 1,349 1,349

49,368総 事 業 費 49,368 41,668 7,700

23,717 △ 343

職員人件費※ 24,645 16,602 8,043 地方債
内
　
訳

事業費 23,374

41,668 7,700一般財源

国県支出金

特定財源（その他）

所管部・課 市民環境部　生活相談課 作成者 副部長　髙橋　裕美子

２．事業の目的

地域の防犯力を高め、犯罪のない住みよいまちづくりを推進する

３．コスト情報
事業コスト Ｒ２年度 Ｒ１年度 比較 財源 Ｒ２年度 Ｒ１年度 比較

事業別行政サービス成果表
１．事業名等

事業名 生活安全事業 決算書頁 122

視点・政策 02 安全安心・04 備える
施策 27　生活安全の向上を図ります

<細事業１> 生活安全事業 細事業事業費（千円） 23,374
（１）参画と協働の主な手法（実績） 団体等との共催・連携 団体等への補助 審議会・検討会

主
な
取
組

①川西防犯協会への補助事業（補助金）…2,106千円
②小学校通学路等への防犯カメラの設置（防犯カメラシステム賃貸借料）…19,596千円
③川西市生活安全推進連絡協議会各コミュニティへの防犯グッズ貸与（消耗品費）…187千円

「こどもをまもる１１０番のくるま」マグネットシート貸与枚数 　　（枚） 青色回転灯（パトロール）車の登録台数　　　　　　　（台）

H28年度 H29年度 H30年度 R１年度 R2年度 H28年度 H29年度 H30年度 R１年度 R2年度

市役所車両 183 181 183 183 182 公用車 3 2 2 2 2

郵便局車両 30 30 30 30 30 自治会・コミュニティ 7 6 6 7 7

郵便局バイク 155 155 155 155 155 川西防犯協会 21 21 21 17 17

自治会等 259 259 259 259 259 商工会 2 2 2 2 2

合計 627 625 627 627 626 合計 33 31 31 28 28

※兵庫県警への登録台数を記載
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５．担当部長による自己評価及び今後の方向性等

・

・
　

・ ・

・ ・

前年度の水準を下回った。

大きく向上した。

向上した。

前年度の水準に留まった。 ○

市民の利便性や事業の効率性が、
新型コロナウイルス感染症の影響で、生活安全推進連絡協議
会は書面開催したが、各地域における生活安全上の課題など
について情報交換し、生活安全に対する意識高揚に繋げた。
令和２年４月に川西市犯罪被害者等支援条例を施行したこと
に伴い、リーフレットの配布や啓発パネル展の実施により、
市民への広報・啓発の取組を進めることができた。

川西警察署や川西防犯協会などと連携を図り、地域
の自主的な防犯活動に対する支援を継続し、市民の
防犯意識の醸成を図っていく必要がある。

市民の防犯意識を更に高めるため、引き続き、生活安全推進
連絡協議会における情報共有などを通じて、地域の自主的な
防犯活動に対する支援を継続していく。

令和３年度末で、防犯カメラのリース期間が終了と
なることから、今後の防犯カメラの在り方について
検討する必要がある。

市民が安全で安心に暮らせるまちづくりを進めるため、今後
の防犯カメラの在り方について、地域や防犯関係者の意見を
聞き、方針を決定していく。

　〇川西防犯協会事業に対する補助金の交付…地域において防犯に関する広報啓発活動や地域安全活動等、
　　街頭啓発(年10回)を実施する川西防犯協会に対して補助金を交付した。
　
　〇「川西市民の警察官」の表彰式の開催…功績顕著な警察官の表彰を、規模を縮小して実施した。

2.小学校通学路等への防犯カメラの設置
　〇川西市防犯カメラ設置事業補助金の交付…防犯カメラを
　　新たに設置しようとする地域活動団体及び過去に補助制
　　度を利用して設置した防犯カメラを更新しようとする地
　　域活動団体に対し、「川西市防犯カメラ設置事業補助金」
　　を交付した。
　
　〇小学校通学路等への防犯カメラ設置…「子どもの安全確
　　保及び犯罪の未然防止」を目的として、各小学校通学路
　　等に10台ずつ合計160台設置した防犯カメラについて、
　　平成29年4月から運用を開始し、適切な管理を行った。

3.犯罪被害者等支援事業
　川西市犯罪被害者等支援条例に基づき、支援内容をまとめた
　リーフレットの配布や、犯罪被害者相談（２件）を実施した。
　また、11月25日～12月1日の犯罪被害者週間に合わせて、
　市民ギャラリーに啓発パネルの展示を行った。（11月20日～27日）

事業の課題 令和3年度以降における課題解決に向けた方向性

事業目的に対する自己評価
左記の具体的説明

地域活動団体による防犯カメラ設置状況

H28年度H29年度H30年度 R１年度 R２年度 合計（累計）

7 1 0 2 0 54

防犯カメラ設置事業補助金利用状況（H25年度～）

H28年度H29年度H30年度 R１年度 R２年度 合計（累計）

5 1 2 2 2 32

7 1 2 3 4 48

H29年度H30年度 R１年度 R２年度
提供件数 75 83 113 102

設置個所数

団体数

交付件数
（更新設置を含む）

捜査機関への防犯カメラ画像提供件数
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（単位:千円）

（２）Ｒ２年度の取組と成果

<細事業１> 消費生活相談事業 細事業事業費（千円） 13,487
（１）参画と協働の主な手法（実績）

主
な
取
組

①消費生活相談の実施（相談員報酬、期末手当、通勤費）…12,685千円
②研修への相談員の派遣（旅費及び負担金）…117千円
③弁護士による相談員への法律的助言（業務委託料）…660千円

事業別行政サービス成果表
１．事業名等

事業名 消費生活相談事業 決算書頁 242

視点・政策 02 安全安心・04 備える
施策 27 生活安全の向上を図ります

所管部・課 市民環境部 生活相談課 作成者 副部長 髙橋 裕美子

２．事業の目的

消費者と事業者の間に生じた苦情処理・紛争解決を促進する

３．コスト情報
事業コスト Ｒ２年度 Ｒ１年度 比較 財源 Ｒ２年度 Ｒ１年度 比較

18,238 △ 106一般財源

国県支出金 3,570 2,057 1,513

特定財源（その他）減価償却費

18,132総 事 業 費 21,702 20,295 1,407

11,994 △ 11,191

職員人件費※ 20,899 8,301 12,598 地方債
内
 
訳

事業費 803

1 1
参考

職員数（人）

再任用職員数（人）

※R2年度の職員人件費には会計年度任用職員人件費が含まれています

1.消費生活相談の実施
  消費生活における苦情・問い合わせ・要望に対して、適切な助言やあっせんを行うとともに、相談の中で
 明らかになった問題点をもとに、事業者へ商品、サービスの品質や取引方法等の改善を促したり、消費者へ
 情報提供したりすることで、消費者トラブルの拡大防止や未然防止を図った。
 〇相談体制  消費生活相談員４人 １日３人体制 (月曜日のみ4人体制)

４．事業目的達成のための手段と成果

相談処理件数（件）

H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度
助言（自主交渉） 1,491 1,394 1,569 1,227 1,520

斡旋解決 248 210 194 211 254
その他情報提供 186 161 192 200 173

他機関紹介 149 125 120 152 178
解決件数合計 A 2,074 1,890 2,075 1,790 2,125
斡旋不調件数 9 16 20
処理不能件数 21 14 8
処理不要件数 21 27 20
処理件数合計 C（A＋B) 2,126 1,933 2,126 1,847 2,173
解決率（％） A/C 97.6 97.8 97.6 96.9 97.8
継続件数 D 31 14 7 20 11

受付総件数 C＋D 2,157 1,947 2,133 1,867 2,184
（国民生活センターの分類に基づき作成）

処理結果

解
決
方
法

4352B
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５．担当部長による自己評価及び今後の方向性等

・

・
 

・

・ ・

・ ・

相談内容は高度化・複雑化が進んでおり、積極的な
情報収集や研修の参加により、相談員のさらなる能
力向上が必要である。

令和４年４月からの成年年齢引き下げに伴う相談をはじめと
する多様な相談に対応するため、オンラインも含めた各種研
修へ参加し、さらなる知識の習得や相談技術の向上を図る。

相談の多い内容や深刻な相談から見えてくる状況を
啓発に活かす必要がある。

啓発に活かすため、年代ごとの件数など相談状況一覧を作成
し、分析していく。

 〇多重債務問題
  国の「多重債務問題改善プログラム」に基づき、消費生活センターを多重債務者相談窓口として位置づけ、
  周知に努めた。（令和2年度 相談件数：2,184件 うち多重債務に関する相談件数：53件）

2.国の消費生活相談体制等の強化策によって、県が設置した消費者行政推進・強化事業補助金を財源とし、
 国民生活センター等が実施する研修へ参加し、相談員のレベルアップを図った。
 また、解決困難な相談事案に関し、相談員が弁護士に法律的な助言を求め、的確かつ迅速な対応に努めた。
 （相談員研修参加回数 平成30年度 59回、令和元年度 60回、令和2年度 33回）

事業の課題 令和3年度以降における課題解決に向けた方向性

事業目的に対する自己評価
左記の具体的説明

市民が不審に思ったことを気軽に相談できる消費生活セン
ターの果たす役割は年々大きくなっており、事例等の情報を
提供することで、消費者被害を未然に防止している。

前年度の水準を下回った。

大きく向上した。

向上した。 ○

前年度の水準に留まった。

市民の利便性や事業の効率性が、
新型コロナウイルス感染症の影響で、インターネット通販や
不審な電話、宅配業者を装った不審なメール等の相談が増加
し、過去５年間で１番多くの相談が寄せられた。
多数の相談件数ではあったが、解決率は97.8％と高水準であ
り、消費者被害の救済支援等を行うことができた。

令和２年度相談内容のうち多く寄せられた上位10分類（件）
分類 R2年度 R1年度 比較

1 運輸・通信サービス 292 255 37 デジタルコンテンツ 携帯電話サービス インターネット接続回線 テレビ放送サービス
2 商品一般 282 183 99 不審なメール 不審な電話 不審な荷物
3 保健・福祉サービス 184 173 11 社会保険 医療サービス 募金 ゴミ収集処理 建物清掃サービス 白蟻駆除サービス
4 金融・保険サービス 136 141 △5 フリーローン・サラ金 金融関連サービスその他 生命保険・医療保険 預貯金 株 ファンド型投資商品
5 食料品 132 117 15 健康食品 酵素食品
6 教養娯楽品 128 110 18 新聞 スマートフォン テレビジョン パソコン 腕時計 電子ゲーム玩具
7 他の役務 126 99 27 役務その他サービス 廃品回収サービス せん定等サービス 外食 仕事紹介登録 結婚式 弁護士 
8 保健衛生品 125 87 38 保健衛生品その他 化粧品等 他の医療用具 
9 住居品 102 88 14 ルームエアコン 浄水器 電気掃除機 住居雑品その他
10 他の相談 97 70 27 相談その他 相隣関係 相続 交通事故 債権回収
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（単位:千円）

（２）Ｒ２年度の取組と成果

※R2年度の職員人件費には会計年度任用職員人件費が含まれています

1.消費者啓発
 〇広報・啓発の実施
  ・広報誌に「消費生活センターだより」としてタイムリーな消費者問題を掲載（毎月）
  ・「高齢者のスマートフォンの契約」をテーマに、神戸新聞（10月）と毎日新聞（11月）へ記事を掲載。
  ・転入者に、消費生活センター窓口を紹介したリーフレットを同封。
  ・消費者教育DVDの貸出しの実施
   コロナ禍で対面で行う出前講座をできなかったため、各小・中学校へ消費者教育DVDの貸出し案内を行い、
   以下のとおり貸出した。
   「しっかり学ぼう！ネットと契約 小学生高学年用」小学生5・6年生 ７クラス生徒280人 保護者20人
   「しっかり学ぼう！ネットと契約 中学生用」中学３年生 4クラス生徒133人
 
2.団体等との連携による啓発の実施
 〇消費者啓発グループ「消費者の強～い味方アカンマン」と共同で啓発動画を作成・配信
  ・自動通話録音機を使った特殊詐欺対策について劇で紹介した。 約800回再生（令和3年4月時点）

 〇民間企業との連携
  ・第一生命の顧客等へのチラシ配布
   包括連携協定により、第一生命に、営業先の近隣宅等へ配布するチラシ（「キャッシュカード預かり詐欺」
   「排水管高圧洗浄トラブルに注意」）を提供した。250部

４．事業目的達成のための手段と成果

1 1
参考

職員数（人）

再任用職員数（人）

減価償却費

8,829総 事 業 費 9,828 10,117 △ 289

1,816 △ 203

職員人件費※ 8,215 8,301 △ 86 地方債
内
 
訳

事業費 1,613

8,876 △ 47一般財源

国県支出金 999 1,241 △ 242

特定財源（その他）

所管部・課 市民環境部 生活相談課 作成者 副部長 髙橋 裕美子

２．事業の目的

消費者啓発活動・消費者教育を推進する

３．コスト情報
事業コスト Ｒ２年度 Ｒ１年度 比較 財源 Ｒ２年度 Ｒ１年度 比較

事業別行政サービス成果表
１．事業名等

事業名 消費者啓発事業 決算書頁 242

視点・政策 02 安全安心・04 備える
施策 27 生活安全の向上を図ります

<細事業１> 消費生活相談事業 細事業事業費（千円） 1,613
（１）参画と協働の主な手法（実績） 講座・フォーラム 団体等への補助 団体等との共催・連携

主
な
取
組

①【戦略３】自動通話録音機の貸出し（消耗品費）…787千円
②団体等の連携（協力者等報償費）…39千円
③啓発冊子等の作成…（印刷製本費及び消耗品費）…580千円
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５．担当部長による自己評価及び今後の方向性等

・

・
 

・

・ ・

・ ・

新型コロナウイルス感染症の影響で、出前講座の実施ができ
なかったが、DVD貸出や作成した啓発動画をユーチューブで
配信することで、幅広い人への啓発を進めることができた。

前年度の水準を下回った。

大きく向上した。

向上した。 ○

前年度の水準に留まった。

市民の利便性や事業の効率性が、
高齢者の特殊詐欺被害等を未然に防止するため、75歳以上の
希望者157人に自動通話録音機の貸し出しを行い、アンケー
トでは、設置した93.7％の人が「効果がある」と答えた。
コープこうべ、第一生命、地域包括支援センターなどと連携
し、啓発チラシやグッズを配布することで高齢者等に情報提
供や啓発し、消費生活トラブルの未然防止に貢献できた。

引き続き、あらゆる年代の市民に、効果的で効率的
な消費者啓発を行うことが重要である。

令和4年4月に成年年齢が18歳に引き下げられることで、18
～19歳の若者が悪質業者の新たなターゲットとなる可能性が
あることから、若者への啓発を実施していく。

特に消費者被害に遭いやすい若年層や高齢者に対し
ては、関係機関と協力して取り組み、増加している
相談案件について、情報提供を図る必要がある。

相談の6割を占める60歳以上の方の消費者被害を未然防止す
るため、地域包括支援センターをはじめとする関係機関と連
携し、消費生活センターのPRを行っていく。

   ・生活協同組合コープこうべの宅配弁当利用者へのチラシ配布
    猪名川町、大阪府豊能町と連携して、生活協同組合コープこうべが実施している夕食宅配事業
    「夕食サポート まいくる」の宅配弁当に、悪質商法等の被害防止チラシを添付し、家から出る
    機会の少ない高齢者への啓発を実施した。
    （２か月に１回配布。5月、７月、11月、1月は川西市が作成。利用世帯数は1回あたり約200世帯）

  〇地域包括支援センター等との連携
   地域包括支援センター実務担当者会議に2回参加し、各地域包括支援センター、社会福祉協議会、
   介護保険課職員などに対し高齢者の消費者トラブルなどについて情報提供や啓発を行った。
   また、各地域包括支援センター、社会福祉協議会、地域の福祉委員会に消費者啓発グッズやチラシ
   などを配布した。

 3.消費者行政推進・強化事業補助金を活用した啓発
  【 戦略３】・自動通話録音機の貸出し
   高齢者の消費者被害と特殊詐欺被害を未然に防止するため、
   75歳以上で希望する人に自動通話録音機を貸し出した。（157台）
   （アンケートで特殊詐欺や消費者被害の未然防止に効果があると答えた割合 93.7％）

  下記の発行物を作成・配布し、消費者啓発の充実強化に努めた。
  ・啓発折り紙リーフレットの作成・配布（10,000部）
  ・中学生向け啓発パンフレットの作成・配布（1,450部）
  ・国民生活センター発行「くらしの豆知識」の購入（500部）
  ・消費者クリアファイルの作成・配布（2,000部）

事業の課題 令和3年度以降における課題解決に向けた方向性

事業目的に対する自己評価
左記の具体的説明

くらしの豆知識
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（単位:千円）

（２）Ｒ２年度の取組と成果

参考
再任用職員数（人） 1 4 △ 3

職員数（人） 7

主
な
取
組

①蚊、ハエ、ゴキブリ等の衛生害虫、ネズミの駆除業務（定期薬剤散布等）の実施（薬剤費）･･･3,783千円
②薬剤散布等業務（薬剤散布）の実施（業務委託料）･･･12,100千円
③新型コロナウイルス感染症に係る中小企業等消毒費支援補助金  ･･･100千円

①蚊、ハエ、ゴキブリ等の衛生害虫、ネズミの駆除業務
②薬剤散布等業務の実施
<4月～11月末、3月初旬～3月末>
　蚊、ハエの幼虫を駆除するため、市内を7ブロックに分け、月2回定期的に巡回し、公共用水路・側溝・会所等に
薬剤（乳剤）を動力噴霧器により散布した。
<12月～3月初旬>
　ゴキブリ、チョウバエ、ネズミを駆除するため、公共下水道マンホール内にプレート（蒸散剤）、捕鼠器を設置
した。

　　　　※令和2年度から、2班体制を1班体制にした。
 ③新型コロナウイルス感染症に係る中小企業等消毒費支援補助
　令和２年度・・・1件　（100千円）

（１）参画と協働の主な手法（実績）

４．事業目的達成のための手段と成果
<細事業１> 環境衛生対策事業 細事業事業費（千円） 16,446

減価償却費 特定財源（その他） 2,720 1,830 890

職員人件費※ 62,246 78,035 △ 15,789 地方債

7

79,957 97,280 △ 17,323 一般財源 77,137 95,450 △ 18,313

100 100

事業別行政サービス成果表
１．事業名等

事業名 環境衛生推進事業 決算書頁 218

２．事業の目的

美しく衛生的なまちづくりを進める

３．コスト情報

※R2年度の職員人件費には会計年度任用職員人件費が含まれています

視点・政策 02 安全安心・05 守る
施策 29　快適な生活環境を守ります

所管部・課
市民環境部　美化推進課
市民環境部　環境衛生課

作成者
課長　宇野　功哉
課長　中塚　直美

事業コスト Ｒ２年度 Ｒ１年度 比較 財源 Ｒ２年度

内
　
訳

事業費 17,711 19,245 △ 1,534 国県支出金

Ｒ１年度 比較

総 事 業 費

マンホール内の薬剤散布
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